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ミクロデータ公開の国際的な動向と展望

はじめに

統計審議会答申『統計行政の新中・長期構想』

(1995年：下記註記 1)参照）の問題提起を基

点として，総合的な研究プロジェクト『統計情

報活用のニューフロンティアの拡大ーミクロ

データによる社会構造解析ー』（文部省科学研

究費：平成8~10年度特定領域研究（A):領域

代表者 松田芳郎教授(-橋大学経済研究所・

現東京国際大学教授））では，社会科学と自然

科学の広範な研究者を組織することによって，

政府統計のミクロデータについて，その統計理

論と計算機技法を開発し，公開の社会的制度的

註記 1) 

統計行政の新旧中長期構想の目次とミクロデータ問

題との関連性（◎印）を示しておくと，つぎのとおり

である。

(1)『統計行政の中・長期構想について』 (1985)

第 1章主要統計の実施時期
第 2章 新しい社会・経済の動向に対応した統計体系

の整備（◎サービス統計の作成における行政

記録の活用）

第 3章 統計調査の正確性の確保と合理化（◎①統計

調査間のデータ・リンケージ手法の開発，②

既存の統計調査の調査個票の活用③分散型統

計機構の非効率性にたいするデータ・リン

ケージによる対応，④①～③のための完全照

合マッチングと統計的マッチングおよび共通

識別コードの設定）

第4章 統計データの利用の促進（◎統計データの解

析の充実と多角的利用の推進）

第 5章 統計調査のための基盤整備（◎データリン

ケージ等に対応した調査個票の目的外利用の

申請手続きと承認基準の見直し）

(2)『統計行政の新中・長期構想』 (1995)

濱 砂 敬 郎

条件を明らかにし，さらには利用の方法的解析

的な展開をはかる調査研究が進められてきた

（それぞれ研究項目 AOlミクロデータの統計・

計算技法の理論， A02ミクロデータ利用の社会

制度上の問題， A03社会経済ミクロデータの分

析実験にかんする計画・公募研究）。なかでも，

『統計行政の新中•長期構想』が研究項目 A02

の研究チームに提起している研究課題は，（1）ミ

クロデータの公開の技術的法律的な形態，（2）統

計調査間の個票データの結合様式，（3）行政記録

による統計作成の組織化・制度化，（4）調査個票

の公表・利用形態，および(5)(1),-..,_,(5)にたいする

被調査者の権利保護にかんする法律的技術的措

置を明らかにすることであって，ミクロデータ

第 1章 社会・経済の変化に対応した統計調査の見直
し（◎①統計の体系化のための統計データ・

リンケージ，②企業関係統計におけるビジネ

スフレームの編成とリンケージ項目の統一

化，③世帯・家計関係統計の整備のための

データ・リンケージ）

第2章 主要統計調査の実施時期

第 3章 報告者負担の軽減と地方統計機構（◎①報告

者負担の軽減のためのデータリンケージ，②

行政記録からの統計作成， a)業務統計， b)

行政記録と追加情報による統計の作成， C) 

行政記録による母集団名簿の作成•更新（ビ
ジネスフレーム：事業所コードの統一））

第4章 調査結果の利用の拡大（◎社会的ニーズに対

応した提供形態の多様化： ①調査個票データ

の提供，②匿名化調査個票（標本データ）の

提供）

第 5章 統計調査の効率的実施と正確性の確保（◎①

統計調査の効率化をはかる統計調査間のデー

タリンケージ，②統計調査の効率化及び正確

性を確保するための企業・事業所フレームの

データベース化）

第6章 国際協力の推進
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の公開が統計調査の秘密保護にかかわるだけ よびドイツにおける実地調査と文献・資料調査

に，被調査者の秘密を保持するための法律的技 によって展開され，各個の研究成果は， A02計

術的条件だけでなくて，ミクロデータの利用目 画・公募研究の研究報告書『ミクロ統計データ

的と分析方法の社会性・公共性を検証すること の現状と展望』 (1999年2月， 384頁）に収録され

が，プロジェクト全体の調査研究を理論的実践 ている（下記註記2) に目次）。本稿では，欧

的に方向づけるための不可欠の思考作業であっ 米諸国における先進的な動向を総括することに

た。とはいえ，わが国では，ミクロデータの提 よって，ミクロデータが公開される方法的技術

供と分析が例外的にしか行われてこなかったた 的な方向性とそれが政府統計に提起している社

めに理論的研究の蓄積や実践的な経験の集積 会的制度的な課題を考察する。

は乏しく，文字通り欧米諸国の先進的な経験を

集約することによって，（1）ミクロデータの開示

の実情，（2）統計調査間のデータリンケージの動

向，および(3)データリンケージの典型的形態で

ある行政・統計レジスターの展開について，そ

れぞれの技術的組織的側面と制度的社会的側面

を考察することが，研究項目A02にかんする研

究チームの基本的な課題となった。そのための

調査研究は，アメリカ，カナダ，オーストラリ

ア，ニュージーランド，イギリス，フランスお

註記 2) 

A02計画・公募研究研究報告書『ミクロ統計データの現
状と展望』 (1999年2月， 384頁）：目次

はしがき

第1部 各国におけるミクロデータ提供の現状
①アメリカ，カナダにおけるミクロデータの現状に

ついて 石田晃

②イギリスにおけるセンサスミクロデータの提供一

マンチェスター大学による提供を事例として一

森博美

③オーストラリア，ニュージーランドにおける統計

ミクロデータ提供の現状 石田晃

第2部 ミクロデータ提供に関する法的・技術的問題

④ドイツ連邦統計法におけるミクロデータ規定と匿

名化措置 濱砂敬郎

⑤ミクロデータの公有化と利用の技術的課題

渋谷政昭

⑥ MicrodataとInformedConsentについて

工藤弘安

⑦1983年欧州議会「科学研究および統計に使用され
る個人情報の保護に関する勧告R(83)10」

太田育子

第3部 社会経済分析とミクロデータ

⑧社会経済システムと労働市場の変容をとらえるた

めのミクロ統計データの方向性ー技術開発と人的

(1) 欧米諸国におけるミクロデータ公開の現

状（その 1:北アメリカ）

はじめに，調査研究の対象である欧米諸国に

おけるミクロデータの公開の現状から見て行こ

う。

アメリカでは， 1960年代からミクロデータが

公開されてきており，分散型の統計機構を反映

して，いろいろな政府統計が様々な形態でミク

資源に関するミクロ情報の日仏比較を中心に一

今村肇

⑨アメリカ合衆国におけるジェンダー統計とミクロ

データ分析 伊藤陽一

⑩官庁業務資料の開示一都道府県林務部局業務資料

「森林簿」の場合一 松下幸司

⑪中小企業統計における業種分類について一中同協

特別調査を基礎に一 坂田幸繁

⑫【資料】労働者と企業に関する統合ソースを作成

するための行政データの利用

ジャン・ルイ・フォル（西村善博訳）

第4部 各国統計制度の最近の動向

⑬アメリカにおける統計改革 平井文三

⑭アメリカ合衆国連邦統計における1990年代後半の

改革 伊藤陽一

⑮戦後イギリス統計機構の展開 森博美

第5部 ミクロデータ提供に向けての課題

⑯Now and Future Prospects in Japan-with particular 

reference to the uses of Statistical microdata 

Akira Ishida 
⑰統計目的外使用制度とその運用 石田晃

⑱日本でのミクロデータ公開の展望 永山貞則

（①～⑱は，筆者が，本稿での引用のために付してい

る。引用は，例えば①石田と略記する）
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ロデータとして提供されている（以下①石田参

照）。

分散型の統計機構のなかでも，商務省センサ

ス局は，最も大きな統計作成機関であって，（1)

人ロ・住宅センサス，（2）経常人口調査(Current

Population Survey),.(3)所得と社会保障プログ

ラム参加調査(Surveyof Income and Program 

Participation)，および(4)年次製造業調査と 5年

周期の製造業経済センサスからミクロデータを

作成している。

人ロ・住宅センサスについては， 1963年に

1960年センサスから抽出率0.1％のミクロデー

タが公表され，その有用性（家庭，教育，所得，

職業等の情報）とデータ秘匿の安全性が広く認

識されたことから， 1970年センサスでは，住民

人口25万人以上の地域情報を含む抽出率 1％の

ミクロデータセットが6種類，それぞれ独立に

利用目的に応じて作成され，一般汎用ファイル

(Public Use Microdata Set)として市販されて

いる。 1980年センサスでは地域表章の基準と

なる最低人口が25万人から10万人に低められ

た。

人ロ・住宅センサスの調査票は，調査世帯の

5/6については簡易票(ShortForm)が，そ

の1/6については詳細票(LongForm)がもち

いられている。一般汎用ファイルとしては，詳

細票から 1/15の比率で再抽出される 1％デー

タセット (l/6X1/15= 1/90→ 1 %）の家族ファ

イル，世帯ファイルおよび個人ファイル（この

三つのファイルは家族構成に応じて接合できる

階層ファイル） が，また地域区分が County

まで下りた 5％ファイルと65歳以上の高齢者が

居住する世帯ファイル(SpecialElderly File)が

提供されている。

つぎに，経常人口調査は， 1937年の失業登録

のための標本調査を起点として1940年に開始さ

れた労働力調査である。それは，標本規模が6

万世帯（そのうち 5万世帯が一般文民）の月次

調査で，労働省労働統計局(BLS)が分析と公表

を担当している。調査世帯は 8つのローテー

ショングループに分けられ，一つのグループの

調査期間は16ヶ月である（最初と最後の4ヶ月

に実査を受ける）。経常人口調査のミクロデー

タも1960年代より公開が開始され， 77年からは

州別区分がなされるようになり，現在は，再抽

出率100％で作成され，センサス局内部用ファ

イル，研究用ファイルおよび一般汎用ファイル

が，それぞれ月次ファイルと年次ファイル(3

月期の人口把握のための補足調査）で提供され

ている。

所得と社会保障プログラム参加調査は， 1983

年に開始された社会福祉プログラム受給状況調

査であって，受給資格者の受給期間と非受給期

間（社会保障対象＝貧困からの脱出期間）を追

跡することによって，社会保障政策の効果を精

査するパネル調査である。それは，最初からパ

ネル分析を目的として設計された最近の注目す

べき統計調査である。

1990年にパネルが設定された90年調査は，調

査対象の 2万世帯が4つのグループに分けら

れ，同ーグループの世帯が毎年同じ時期の 3ヶ

月間実査を受ける 3カ年間調査であったが， 96

年にパネルが設定された調査では， 3万7千の

標本世帯が4つのローテーショングループに分

けられ，各グループの標本世帯が4年間に， 4ヶ

月ごとに12回の実査を受けるように拡充されて

いる（「はじめに」の註記2)⑨伊藤より）。調

査内容は，わが国の労働力調査，毎月勤労統計

調査，就業構造基本調査，貯蓄動向調査や賃金

労働時間調査を合わせた総合的な社会調査で
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あって，①労働力と受領者， a) 労働力状態，

b)労働時間， C)社会保障給付の受給状況，

d)資産保有状況， e)教育補助，②賃金と雇

用，③所得・受給額：パートA~F，④政策（住

宅等の援助）の基本質問群（毎回調査）と，時々

の政策的課題や緊急問題にかんする問題別質問

群（変動質問群と固定質問群）から構成されて

いる。調査項目が約40項目におよぶこともあっ

てか，ミクロデータも，内容が詳細で一次デー

タを含む内部利用ファイルやデータ保護の同意

書を必要とする特別研究ファイルと，匿名化措

置を施しただけで販売される一般汎用ファイル

に分けて提供されている。

これまで紹介してきた 3つのミクロデータ

は，世帯・個人にかんする統計調査から作成さ

れているが，年次製造業調査と製造業経済セン

サス (5年周期）のミクロデータは，前調査の

調査対象である 5万5千の事業所の年次データ

を後者のセンサスデータと接合したロンディ

チ ―‘ィナル―‘ューナ ナータ (Lon郡udinalResearch 

Database (LRD)）であって，事業所の名称，所

在地と企業名を除いて作成されているが，企業

については再識別が容易であり，匿名化措置が

原データの情報力を損なわないようにするため

に，宣誓職員制度による利用に限定されている。

つぎに，ミクロデータを作成しているほかの

省庁に目を転じると，つぎのようである。

●社会保障庁(Social・Security Administraton) 

(1)一般汎用ファイル： ①縦断面退職歴調査

(Longitudinal Retirement Survey)，②身障

者調査(VariousSurvey of Disabled Persons), 

③)低所得高齢・身障者調査(Surveyof Low-

Income Aged and Disabled)等，（2)「使用目

的が明確で書面による合意書」の交換による

提供： ①縦断面雇用者・雇用主調査 (Longi—

第 66巻第3号

tudinal Employee-Employer Data, LEED) 

●国立健康統計センター(National Center for 

Health Statistics, NCHS) 

(1)一般汎用ファイル： ①国民健康調査(National

Health Interview Survey)，②健康・栄養検

査調査(Healthand Nutrition Examination Sur-

vey)，③全国移動診療調査(NationalAmbu-

latory Medical Care Survey)，④退院調査

(Hospital Discharge Survey)，⑤出産ファイ

ル（出生登録記録［行政レジスター］から50%

抽出データセット・両親の年齢，人種，学歴，

母の住所（州・カウンティ），出産日，母の

出産前歴等の情報）

●国立教育統計センター(National・ Center for 

Education Statistics, NCES) 

(1)一般汎用ファイル： ①高校学級縦断面調査研

究 (National Longitudinal Study of High 

School Class:二つの基準年 (1972年と80年）

に高校に在籍した生徒 (72年は22532人）の

追跡調査：学校成績と社会環境，その後の

follow up-調査）

●法務省(Departmentof Justice) 

(1)一般汎用ファイル①国民犯罪調査(National

Crime Survey : 1972年開始：犯罪犠牲の頻

度調査） （R. Alba他 SecondaryAnalysis of Of-

ficial Microdata in Trends and Perspectives in 

Emprical Social Research 1994) 

これが，アメリカにおける政府統計の主要な

ミクロデータであって，基本的には一般汎用

ファイル(PublicUse File)の形態で公開されて

いるが，同一の政府統計からのミクロデータで

も，利用主体や利用目的によって内部ファイル，

研究用ファイルや汎用ファイルと異なる様式で

作成されている。したがって，提供されるミク

ロデータの情報力を損なわないために，データ
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の性格と利用の主体，目的，方法，機関および

期間を考慮することによって，データによって

は個別契約方式や宣誓職員制度によって提供さ

れている。また，調査統計からだけでなくて，

社会保険登録や出生登録のような行政レジス

ターからミクロデータが作成されていることも

今日的な統計事象である。そこでは個人を直

接に識別できる標識（氏名，住所 etc)の削除

とならんで，標本抽出法が匿名化の基本的な方

法としてもちいられており，センサス統計，大

規模標本統計や行政レジスターでは低い再抽出

率によって，原データの抽出率が低い小規模の

標本統計ではほとんど100％の再抽出率でミク

ロデータセットが作成されていることに注目す

べきであろう。さらに分散型の統計機構であっ

て，統一的な統計基本法が存在しないことから，

調査個票の効率的な利用＝データシェアリング

のために，つぎのように，いろいろな措置がと

られている。

●アメリカ統計協会（管理）・全国科学財団（資

金提供）による研究助成： 1978年より政府統

計機関と研究者の交流のために，センサス局，

労働統計局，国立教育統計センター等におけ

る宣誓職員制度。

●国立農業統計サービス／農業省経済分析サー

ビス：農家経費・収入年次調査（経営規模格

差等から匿名化に限界があるために応募申

請制→審査・承認手続きを経て，データ保護

の合意書によって，農業分析サービスセン

ター内（ワシントンDC)で利用。

●センサス局，国立農業統計サービスや国内歳

入サービス等の出先機関における特別宜誓職

員の受け入れ。

●労働統計局のセンサス局宣誓職員による経常

人口調査の内部用ミクロデータファイルの利

用 (1990年2月の両局の合意書）。

●社会保険庁とセンサス局間のデータシェアリ

ング (1967年「統計情報とサービスの交換」

に関する同意書） ①社会保障庁でのセンサス

局実施調査における社会保障番号の確認，社

会保障受給額の照合，リンクデータの分析（最

近の例；所得と社会保障プログラム参加調査

のデータに社会保障庁調べの所得と社会保障

受給額データヘのリンクファイル） ②社会保

障庁職員のセンサス局の特別宣誓職員制度に

よるデータアクセス

●統計調査で使用するビジネスリストヘのアク

セス①内国歳入庁，社会保障庁や小企業局等

で，ビジネスリストが別個に保有されている

が，そのシェアリングが法制度上困難であっ

て， 1970年代はじめのセンサス局標準統計用

事業所リスト (SSEL)を他の統計機関が使

用することはできなかった。 1992年経済セン

サスにおいて，センサス局職員が労働統計局

の宜誓職員として両局のビジネスリストの分

類コードをチェックすることができた。

このように，アメリカにおいては，政府統計

からミクロデータが多様な形態で作成され，提

供されている。そのような統計事象が生成する

社会的なデータ環境 (DataCulture)が早くか

ら実証的な社会研究におけるミクロ分析の展開

によって支えられて形成されてきており，ミク

ロデータ利用者団体である Associationof Pub-

lie Data Users (1976)や Inter-universityConsor-

tium for Political and Social Research-ICPSR) 

はその組織形態であって，連邦政府も，州デー

タセンターによってミクロデータのサービスに

努めている。

つぎに，カナダでも，アメリカよりは遅れる

が， 1970年代から71年人ロセンサスのマクロ
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データの提供が開始され，利用者がデータ保護

にかんする合意書を提出することを条件とし

て，一般汎用ファイル化が，つぎの 5つの政府

統計といくつかの行政記録について実現して

いる。

①人口住宅センサスデータ： 1％抽出ファイ

ルと 2％抽出ファイル：世帯ファイル，家族

ファイル，個人ファイルが独立して接合できな

いフラットファイル（アメリカの階層ファイル

とは異なる），②労働力調査：提供されるミク

ロデータ標本数＝102,000,変数61,③所得調

査：提供されるミクロデータの標本数＝39,,

489,変数120,④）一般社会調査：コンピュー

タ支援電話調査：研究に多用されており，年々

のテーマは1985年健康， 1986年時間消費

(Time Use), 1988年個人の危険， 1989年

教育と仕事 1990年家族と友人， 1991年健

康 1992年時間消費 1993年個人の危険，

1994年教育，仕事，退職， 1995年家族と

社会生活の広範な領域を精査。⑤）労働＆所得

動態調査：労働力調査の付帯調査，ミクロデー

タの標本数41800, 同一標本について，パネル

調査が2ヶ年間継続される。⑥行政レジスター

からのミクロデータについては省略。

ミクロデータの公開は，アメリカと同じよう

な方向において進展してきていると概括するこ

とができ，カナダ統計局「ミクロデータ提供委

員会」 (Micro-DataRelease Committee : 1973 

年7月設置）を規制する「ミクロデータ提供に

関する方針Part1」(PolicyGuidelines on Re-

lease of Microdata)によると，ミクロデータは

3種類に分けられ，「第一グループは抽出率が

3％未満，第二は抽出率3％以上，第三は行政

記録が出所のものとして，第一から段々とより

厳しい条件を付すことにしている。例えば第一

第 66巻第3号

グループには特定の観察値又は変数を削除した

り修正するよう 7つの条件を付しており，第二

にはこれらの条件に加えて，更にファイルでは

少なくとも 2以上の同一のレコードがなければ

ならないとし，第三では抽出された標本である

こと，データを提供した機関の了解が得られて

いること，他に同様なフレームが無いこと，他

のデータとのリンケージが可能か否かチェック

することが条件として追加されている。この

1973年に作られた方針は大筋において今日でも

踏襲されている」といわれている（以上①石田

論文21頁～）。

(2) 欧米諸国におけるミクロデータ公開の現

状（その 2:欧州その他）

アメリカとならんで，ミクロデータ公開の先

進国であるイギリスにおけるミクロデータの公

開状況に目を転じよう。

1997年9月のミクロデータ国際シンポジウム

に来日された A．デール(AngelaDale)教授の講

演テキスト “Second紅yAnalysis in Social Re-

search"によると，ミクロデータが提供されて

いる代表的な統計調査は，つぎのとおりである

（センサスミクロデータについては，②森によ

り補足）。

●一般世帯調査 (General Household. Survey, 

GHS)，教育，雇用，失業家族・世帯構成，

出産力，婚歴，住宅，所得等にかんする総合

的な社会調査で，年々特定のテーマ（飲酒と

喫煙，ボランティア活動等）にかんする追加

的調査あり，標本世帯数＝ 1万2千世帯： 2 

万4千人，回答率は80％以上， 1957年からミ

クロデータ提供

●労働力調査 (LabourForce Survey, LFS)雇
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用と職業教育にかんする調査：標本世帯数＝

6万世帯，毎季に 1万2千世帯が新標本，各

標本5回面接（最後は第 1回調査の 1年後：

パネル調査的性格）

●家族支出調査 (FamilyExpendicture Sur-

vey)：世帯の全成人の所得・支出類型にかん

する詳細な調査，年次支出構成の推定 (7千

世帯）回答率約70%

●家族資産調査(FamilyResource Survey)：社

会保健省 (DSS)が実施：年金保険給付や児

童手当等にかんする政策変化が伴う負担と給

付支出の予測：年次調査： 2万5千世帯

●91年人ロセンサス： 93年から，マンチェス

ター大学センサス・調査研究センターよりミ

クロデータ（匿名化記録標本： Samplesof 

Anonymised Records)の提供開始

①2％抽出匿名化記録標本（地理小地域） ＝110 

万人，センサスの個人にかんするすべての項

目， 278地域区分

②1％抽出匿名化世帯標本（人口／社会世帯家

族構成）＝21万6千世帯（約50万人分），世帯

にかんするすべての調査項目＋センサスミク

ロデータ部が家族分析のために作成した導出

変数

イギリスでは，実証的な社会調査研究の歴史

的な伝統を背景として，一般汎用ファイルや申

請書の提出を条件とする個別契約方式で，家族

世帯構成や雇用にかんする標本統計のミクロ

データが，再抽出率100％で提供されている。

そして，人ロセンサスのマイクロデータについ

ては，アメリカより非常に遅れるが，匿名化と

分析のために特別な研究センターを設置するこ

とによって，公開が本格的に開始され， 2001年

人ロセンサスでは，抽出率を高めたミクロデー

タの作成が計画されている (A.Dale The Decen-

nial Census of Population ; Do we still need one ?, 

in Manchester Statistical society, 21st. November 

1995)。

ところで， ドイツでは，イギリスと同様に早

くからミクロ分析が拡まり，政府統計のミクロ

データが提供されているが，統計事情とそれを

支える社会的な条件が異なるために，公表様式

も異なっている。

ドイツ連邦統計局は， 1960年代から1970年代

にかけてはミクロセンサス (Mikrozensus)や所

得消費調査(Einkommen und Verbrauch Sta-

tistik)のミクロデータを調査個票の統計目的外

利用制度によって提供してきた。しかし， 1980

年代にプライバシー保護運動の高まりにたいし

て，法制度的な整備を行い，「事実上の匿名性」

の概念にそう匿名化の技術的措置を開発するこ

とによって，近年，科学目的用汎用ファイル

(Scientific Use File)を実現している（④濱砂）。

(1) 連邦統計局

●ミクロセンサス (1960年代から統計目的外利

用によってミクロデータを提供， 1997年に科

学目的汎用ファイル化，研究者に130DM（約

8千～ 9千円）の廉価で提供開始）①標本抽

出率が1%（約72万人）の大規模標本センサス，

人口，家族構成，住宅，教育，就業・労働条

件，社会給付・保険，収入•生計，喫煙にか

んする120を越える調査項目，②ミクロデー

タは，再抽出率70~80%，約51万人分，世帯

構造が詳しい基本ファイルと地域表章を細分

した地域ファイルに分けて提供，③研究者に

だけ利用目的やデータ保護にかんする契約書

を結んで提供

●所得・消費調査①0.3％抽出の世帯調査：わ

が国の家計調査，全国消費実態調査，社会生
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活基本調査を合わせた総合的な社会調査， 5 

年周期のパネル調査的性格，②ミクロデータ

は，ミクロセンサス同様科学目的汎用ファイ

ルとして再抽出率70~80％で， 1998年から利

用者と協定書を結んで提供。

(2) 連邦労働局

●雇用統計(BeschaftigtenStatistik)①社会保険

庁における社会保険・年金業務のための行政

レジスターから作成就業人口の約80％が登

録，勤務先，所得，学歴，従業上の地位等の

情報を記載，②ミクロデータは，抽出率 1%

で約46万人の標本， 1979年から個別的提供，

1996年から科学目的用汎用ファイルとしてと

して協定書を結んで提供

ドイツの 3つのミクロデータは連邦統計局の

集中機構的性格や社会保険庁の連邦一元的な性

格を反映して，いずれも大規模で調査（登録）

項目が多いデータセットであることから，匿名

化措置に必要な経費が大きいことが汎用ファイ

ルを実現する障害となっていた。しかし，マン

ハイム社会調査方法センター等のデータアーカ

イブや社会科学関連学会が全国的な要請運動を

展開し，連邦教育研究・科学技術省が財政的な

援助を与えたことによって，科学目的汎用ファ

イルが実現している。

これまでの先進主要国におけるミクロデータ

の公開状況を紹介してきたが，私たちの調査研

究は，さらにオーストラリアやニュージーラン

ドについても行われ，このような国でも，先進

国の動向にならってミクロデータが公開されて

いることが確認されている（③石田）。

それによると， 1980年代後半にミクロデータ

を公開するための法制度的な条件が整えられた

オーストラリアでは， 1981年人ロセンサスのミ

第 66巻第3号

クロデータが1985年に提供され， 1995,......,96年度

には，つぎのような政府統計からミクロデータ

が公開されており，データセットの使用量は，

統計局の一つの収入源となっている。

①オーストラリア健康調査

(Australian Health Survey) 1977 -78, 1983 

②オーストラリア住宅調査

(Australian Housing Survey) 1994 

③児童養育調査(ChildCare Survey) 1993 

④家計調査(HouseholdExpenditure Survey) 

1983, 1988-89, 1993-94 

⑤労働力移動調査(LabourMobility Survey) 

1984, 1991, 1994 

⑥先住民族調査(NationalAboriginal and Torres 

Strait Islander Survey) 1994 

⑦国民健康調査(NationalHealth Survey) 

1989-90 

⑧犯罪及び安全調査（クイーンズランド州補完

調査） （State Supplementary Surveys-Crime 

and Safety-Queensland) 1995 

⑨人ロモニター調査(PopulationSurvey Moni-

tor) 1995年8月， 1995年11月， 1996年2月

また，ニュージーランドでも，法制度的な条

件は整えられていないものの，人口世帯調査，

製造業調査や課税等の行政レジターのミクロ

データが政府機関内外の関係者と研究者に提供

され，使用料は統計局の歳入となっている。

(3) ミクロデータ公開にかんする社会的制度

的な概括

欧米諸国におけるミクロデータの公開状況を

国別に具体的に考察してきたが，それはミクロ

データの公開が広い範囲において， しかも多様

な譲渡形態をとって展開しているからである。
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ミクロデータは，もはやわが国におけるように

政府統計の例外的な存在形態ではなく，社会的

に定着している政府統計の現代的形態であっ

て，多様な展開状況のなかから，いくつかの重

要な特徴を析出することができる。

第 1に，公開されているミクロデータは，ほ

とんどが世帯・個人情報である。企業にかんす

る統計調査からも，アメリカの製造業センサス

や農家経営調査のように，ミクロデータの利用

が行われているが，それは宣誓職員制度によっ

て，一定の期間を設けての一時的な「内部的な

利用」である。企業・事業所統計では，企業の

不均等発展が著しく，寡占的な企業体制が支配

的であるために，企業・事業所にかんするミク

ロデータの匿名化が容易でないからである。そ

れにしても，企業統計のミクロデータの利用に

たいする要求が小さくないことを考慮すると，

それが提供されていない統計事情は別個に考察

されなければならないであろう。

他方，世帯・個人関連統計については，デー

タシェアリングシステムによって豊富なミクロ

データが利用できる社会調査を補う形態ではあ

れ，実証的な社会経済分析に対応する十分なミ

クロデータが提供されていることは，経常的な

統計調査だけでなくて，標本センサスや人ロセ

ンサスのミクロデータが多様な形態で公開され

ていることからも明らかであろう。さらに先進

主要国において，行政レジスターからミクロ

データが作成されていることは，統計作成の様

式が調査形態からレジスター形態に移行する傾

向が見受けられる今日，その統計概念的な観点

からも，組織的制度的な観点も注目すべきこと

であろう。

つぎに，提供されているミクロデータでは，

標本抽出法が基本的な匿名化の方法としてもち

いられており，識者によって，ミクロデータが

匿名化標本データと言われる所以である（「は

しがき」註記2)⑱永山）。

非常に規模が小さい標本調査については，原

調査における低率の標本抽出が，同時に匿名化

機能を発揮するために，ミクロデータは再抽出

率100％で提供されている。したがって，標本

統計では，直接的な識別因子（氏名・住所・誕

生年等）の削除や区分コード化，および特異値

の処理等のような比較的簡単な匿名化措置に

よって，原データがそっくりそのまま提供され

ているといっても過言ではない状況になってお

り，そのことが一般汎用ファイル化を早く実現

させた技術的な要因になっている。

他方，標本センサスや人ロセンサスでは，標

本センサスでは70％から80％の再抽出率で，全

数センサスでは 1~5％の抽出率てミクロデー

タが作成されて，大量のデータセットが提供さ

れている。したがって，小規模の標本調査では

問題にならない地域表章にたいする社会的要求

の強さと再識別の容易さの矛盾を解消するため

に，ミクロデータセットも，基本的には世帯・

家族構造にかんする詳細な情報を提供する基本

ファイルと地域表章が細分された地域ファイル

に区分されている。さらに，行政レジスターで

は，登録の対象者が行政法規や政策プログラム

によって規定されることによって「対象集団」

への参入情報が与えられるために，ここでも，

標本抽出法が匿名化の重要な方法として位置づ

けられ，規模が大きい行政登録データでは 1%

から数％の，アメリカの出生登録レジスターで

は50％の標本抽出によって，大量のミクロデー

タが提供されている。

このように見てくると，ミクロデータの公開

が，どのような歴史的な背景と社会的要求に
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よって形成されてきたかについては問わないと

しても，それが今日では，先進主要国における

一般的な統計事象として政府統計のなかに定着

していることを確認しなければならないであろ

う。そして，標本調査法が政府統計の現代的な

調査様式として定着していることが，調査形態

からいっても標本抽出の技術からいっても，、

クロデータの作成を促進していると評価するこ

とができよう。もちろん，それは，小標本理論

にもとづく統計調査法の観点からではなく，標

本抽出法がデータ保護という新しい観点から匿

名化の方法として新しい技術的な意義を獲得し

ていることによっている。

したがって，政府統計機関も，ミクロデータ

の公開を，政府統計の第2義的なサービスとか

統計調査の単なる副産物として位置づけること

はできなくなってくる。それどころか，ミクロ

データの社会的な定着は，統計調査の基本的な

あり方についても，新しい課題を提起する。も

ともと社会研究者の要請によって，ミクロデー

タの公開は開始されたが，今日では，一般汎用

ファイル(PublicUse Files)に見られるように，

それがきわめて一般化し，一方では，その作成

経費にかんする問題が，他方ではその法的制度

的な存在形態にかんする問題が表面化する。

経費問題について，アメリカやカナダでは，

基本的な考えた方が，コスト回収原理から標準

生産物化原理に進展し，オーストラリアや

ニュージーランドでは統計調査の一つの収入源

となっている。 ドイツ連邦統計局では，ミクロ

データが公開されるセンサスや統計調査が大規

模で調査項目が多いことから，匿名化措置に大

きな労力と経費を要するために，その負担を連

邦科学技術省が出資することによって，汎用

ファイル化（科学研究目的， SUF)を実現して

第 66巻第3号

いる。イギリスでは，ミクロデータが統計調査

の有効な「生産物」と認められ，研究目的用と

一般市販用の価格差を大きくすることによっ

て，「商品化」が進められている。

ところで，アメリカやイギリスの標本調査で

は，ミクロデータが100％の再抽出率で公開さ

れており，統計目的とミクロデータの提供との

関連性が問われている。調査結果である政府統

計が公共財であるという考え方にとどまらず，

国民のファンドにもとづく統計調査そのものの

公共性を強調する基本理念が基底になっている

ように考えられる。そして，政府統計における

ミクロデータの広範な普及が，統計調査の目的

規定＝統計目的概念の再措定を統計研究に迫っ

ている。調査個票の標識値を集計する数量的な

集団情報が統計の表章形式と考えられ，それが

統計情報の公表形態と考えられてきたから，統

計調査によってはすべての調査標本がミクロ

データとして公開されることは，調査結果＝統

計表が国民の共有財として公表されることとは

異なる新しい社会的な意義を，統計調査が獲得

しつつあることを物語っている。要するに調

査結果だけでなくて，調査個票の単位情報，ひ

いては統計調査そのものが公共性を明示的に体

現化しつつある位相において，ミクロデータの

政府統計論的な意義が捉えられなければならな

いであろう。

つぎにミクロデータが現代的な統計事象とし

て社会的な存在性を獲得してくると，政府の統

計活動を規制する統計法においても，それに相

応する新しい法概念と手続き規定が設けられな

ければならない。それが匿名性の概念とその組

織的技術的規定である。歴史的にみると， 1960

年代から1970年代までは，ミクロデータの提供

が統計目的外利用の形態で行われてきたが，先
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進主要国では1970年代から1980年代にかけて統

計法の改正が行われる。アメリカでは， 1966年

の情報自由化法(Freedomof Information Act) 

や1974年個人情報保護法(PrivacyAct of 197 4) 

によって，本格的なデータ保護時代を迎えたが，

センサス法では，「特定の事業所や個人を識別

できる形態で公表すること」は禁止するという

規定（第 1章副章 l一般規定の第9条）を，「個

人を識別できない形態」によって個人データを

公表することは違法ではないという法解釈に

よって，ミクロデータを公開し，データ保護の

ための審査委員会と審査規則をもって対応して

いる（①石田 7~12頁）。そして，統計調整機

関である管理予算庁の1975年指針は，「一般使

用のミクロデータの提供は，相当な努力がなさ

れて個人を特定する危険が一般に受認できるほ

どに低くとどめたものであること」を要件とす

ると，後年，「事実上の匿名性」概念として国

際的に公認される匿名性の概念を導入してい

る。また，カナダでも， 1972年の統計法の改正

によって，ミクロデータ公開のための法解釈が

行われている（オーストラリア1983年のセンサ

ス・統計法でも同様の改正））。

ドイツでは， 1980年連邦統計法第11条第5項

「申告義務者ないしは当事者にもはや関係づけ

ることができない調査個票は，連邦統計局と州

統計局によって譲渡されることができる」に

よってはじめて匿名性の概念が導入されたが，

条文「もはや関係づけることができない」が文

字通り絶対的な匿名性の規定と解釈されたこと

から，厳格な匿名化措置がもたらす高い経費負

担と情報力の損失によって，有効なミクロデー

タの提供は実現しなかった。それは，プライバ

シー保護法の一般規定を科学研究における個別

情報の保護に機械的に適用した法改正と手続き

措置であったが，先進主要国におけるミクロ

データの公開状況にたいする認識と新しい国際

的な匿名性概念の導入によって， 1987年連邦統

計法に，「事実上の匿名性」にかんする条文が

設けられた。

イギリスでは，慣習法の国情を反映してか，

私たちの調査研究では明確になっていないが，

1991年人ロセンサスのミクロデータを公開する

ために，テイム・ホールト教授(T.Holt 現国

家統計局長）は，法的拘束力をもつ議会答弁に

おいて，「しかるべき統計的検定の結果，露見

のリスクは大多数の人口について無視できる程

度のものであり，その他の者についても極めて

小さいものと考えられる。国際的経験の示すと

ころによれば， リスクのレベルは， SARの提

供に踏み切る決断を行うのにふさわしいもので

あり，私はこのように助言する (1992年 3月11

日）」と回答している（②森）。

プライバシー保護運動の高揚に対応するため

の匿名性概念の定立とその法制化は，直接的な

法改正，補集合的な法解釈，さらには慣習法的

な措置と，各国によって一様ではないけれども，

匿名性の原則が確立し，その実効性を確保する

ために概念規定を相対化することが基本的な方

向性となった社会的な背景としては，プライバ

シー運動の国際的な高まりにたいして，社会研

究におけるミクロ分析を維持・拡充するための

国際的な対抗運動が存在してきた。その集約的

な動きが1977年のイタリアのベラジオ会議で

あって，会議では，先進主要国 5カ国の主要統

計機関におけるミクロデータの公開状況にかん

するレポートと討論がなされ，国際的な経験交

流のなかから事前同意の原則と匿名性の原則，

さらには事実上の匿名性の概念が意識され，形

成されてくる（「はじめに」註記2)の⑥工藤）。
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さらに， 1983年の欧州評議会勧告では，それが

もっと包括的に定式化されることによって，事

実上の匿名性という概念が国際的に公認を受け

る（同⑦太田翻訳資料）。とくに勧告は，「匿名

性の概念は，事実上の匿名性(defacto anonym-

ity)でしかありえないことを認めなければなら

ない。しかしこの『事実上の匿名性』は，少な

くとも当面は，データ保護の要請と研究目的の

ためのデータ利用(access)を調和させる最善の

方法であること」を明言し，それが「客観的な

概念(objectivenotion)」であることを基礎づけ

るために，①「科学研究において個人データを

利用する目的と必要性」の特殊性，②「科学研

究の重要性＝それ自身の価値十社会発展の不可

欠の要素としての価値」，③「研究者の置かれ

ている状況（個人を識別する経済力等）やデー

タの処分(disposal)手段」の限界性，④研究者

側におけるデータの保護と機密性を確保する技

術的・組織的対策の重要性，⑤調査対象者から

事前・事後の同意を得る必要性（事前・事後同

意の原則），⑥ミクロデータの社会的利用を効

率化するためのデータ保管機関の重要性，⑦個

人データの科学的利用にかんする特別な問題を

処理するための研究コミュニティー委員会の必

要性を指摘している。ここには，ミクロデータ

にかんする法概念とそれを支える社会的な要件

にかんする基本規定が与えられている。

(4) ミクロデータ公開の技術的組織的な概括

ミクロデータの匿名化にかんする方法的技術

的な研究も，このような匿名性にかんする法概

念の国際的な動向を反映することによって，研

究の方向性を大きく転換する。それは，形式的，

抽象的に絶対的な秘匿性を確保するような研究

第 66巻第3号

ではなくて，政府統計の具体的な情報性格と利

用主体の理論的関心と職業的な利害状況を考慮

する具体的な実践的な研究の方向である。

このような新しい調査研究は，基本的には，

ミクロデータが作成される個別統計ごとに政府

統計の関係者，実証的な社会研究者，およびデー

タ保護研究者のプロジェクト研究によって進め

られてきている。調査研究によると，匿名化措

置の一般的形式的な基準を想定することは困難

であって，つぎのような政府統計の個別的な情

報性格，再識別のための技術的組織的要因，お

よび社会的状況を考慮することによって，匿名

化措置を含むミクロデータに特有なデータ保護

措置が全体的にとられなければならない。

1) ミクロデータとして提供される政府統計の

情報性格（標本抽出率，調査標識の種類と内

容，標識区分の細分程度，地域表章の程度等）

2)研究者の利用目的（①ほんらい個人を社会

集団の規定的要因である標識の担い手として

捉え，個人情報そのものには利害関心を持た

ない，②個人情報に関心をもつとすると，そ

れは特定の個人にたいする特殊利害や覗き趣

味的な動機からではなく，個人情報を集合的

に利用することによって，自己の調査標本集

団＝対象者リストの情報を正確化・豊富化す

るため）

4) 2) の②に対応する再識別のためのデータ

セット＝識別ファイル（業界名鑑•特定集団

の名簿，研究者自身がそなえる調査対象者に

かんするリスト，データベース等）を作成・

入手する費用と，その情報量と精度

5)識別ファイルとミクロデータファイルとの

間に，再識別の手がかりとなる「共通標識」

が存在しても，両ファイルの作成目的の相違，

標識の定義や作成時点の相違，誤回答等によ
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る調査誤差等によって，「事実上の対照不可

能性(Uncomparability)」が発生し，それが共

通標識が多くなるほど大きくなること

6)研究者がデータ秘匿性の侵害（＝再識別）

に要する経費とデータ侵害によって被る処

罰．罰金，社会的制裁等の侵害コストの大き

さ

7)個人の再識別だけでなくて，小地域，少数

民族や社会的弱者等を再識別の防止するため

の地域人口や人種人口にかんする区分基準の

重要性

8)標本統計では原調査の標本抽出率が，全数

調査や行政レジスターでは，ミクロデータの

選定にかんする無作為抽出が匿名化の措置と

して基本的に重要であること

したがって，匿名化措置は，ミクロデータの

秘匿性を確保するための一つの方策であって，

利用主体の関心・動機，および職業利害と経済

的状況を具体的に把握し，秘匿性を確保するた

めの組織的制度的な措置との関連性において考

察されなければ，実践的な有効性と現実的な妥

当性を保持することはできない。社会研究者は

集団的な社会・経済事象の集団的な変動に関心

があるわけであるから，たまたま既知のある個

人が調査対象であったとかというような事例と

か，ある特定の個人にのぞき趣味的な関心があ

る事例とかというようなレベルにおいて，確率

的な実験を試行しても，現実から遊離した「仮

想的に厳しい基準」しか派生しない。また，研

究者は，そういう個人を突きとめるほどの情報

量，あるいはその情報量を得るための経済的な

いしは時間的な余裕を持ち合わせていない。さ

らにはミクロデータの分析において，たまたま

ある特定の個人が識別されたときには，統計機

関と利用者との協約書によって，利用者は統計

機関に通知することが規定されている。協約書

とそれにもとづく利用者側におけるデータ保護

措置が，ミクロデータの秘匿性を保障する重要

な要件になっていることは，各国の一般汎用

ファイルでも，協約書を結ぶことがその譲渡の

必要条件になっていることが多いことからも明

らかであろう。逆にいうと，協約書と利用者側

のデータ保護措置がミクロデータに施される匿

名化措置を軽減し，データの情報量を損なわな

い歯止めになっている。したがって，母集団ユ

ニークネスのような基準によってだけ再識別の

可能性を形式的に基準化する確率論的な研究

が，いかに非現実的な前提条件によっているか

は，このような具体的な匿名化研究によって明

白になっている。

もちろん，利用主体＝研究者が，利用できる

特定集団の名簿，あるいは自分が実施した社会

調査の対象者リストやそれにもとづくデータ

ソースから識別ファイルを作成して，それをミ

クロデータセットと照合する可能性は存在する

が，そのような再識別の危険性が高い事例にお

いても，第 1にそのような識別ファイルを完備

する費用が研究者の経済力をはるかに越えるこ

と，第 2にそのような事例においても，「事実

上の対照不可能性」によって再識別の現実的な

確率は非常に低いことが実験的な研究によって

明らかにされ，「事実上の匿名化」概念の有効

性が検証されている。

アメリカやイギリスの標本調査では，ミクロ

データが再抽出率100％で提供されているよう

に，原調査において標本抽出が行われているこ

とが，同時に有効な匿名化機能を備えているこ

とから，少なくとも研究者用のミクロデータに

ついては，ほどほどの匿名化措置を施すと，ほ

とんど問題は発生しない。それから， ドイツの
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ミクロセンサスのように，標本規模が非常に大 直接的な匿名化の措置によってだけミクロ

きく，調査項目が多い標本センサスでも，匿名

化措置もそれほど厳しいものではない。基本

ファイル（世帯・家族構造ファイル）と地域ファ

イルに分けることによって，まった＜軽微な匿

名化措置を施すだけで，大量のミクロデータ

セットが提供されていることを考慮すると，匿

名化措置の厳密性だけで，ミクロデータの秘匿

性を考察することは基本的に誤っていると言わ

ざるを得ない。

また，わが国の研究では，おもに個人情報の

秘匿性に主眼を置いて調査研究が進められてい

るが，欧米諸国のミクロデータでは，特別な小

地域，少数民族，あるいは社会的マイノリティ

が浮かび上がってこないような地域人口区分や

人種人口区分が考慮されていることにも留意す

べきであろう。

最後に，行政レジスターからのミクロデータ

セットでは，レジスターの登録対象者が，法規

や政策プログラムによって判明するだけに，無

作為標本抽出法の適用が非常に重要な匿名化措

置であって，抽出率はレジスターの性質によっ

て1％から50％と大きく異なっている。

つぎに，ミクロデータの提供形態についても，

基本的には匿名化措置を施すだけで，それ以上

の制約条件が課されない「自由販売」の一般汎

用ファイル(PublicUse Files)と統計機関内部

における厳しい監視のもとでミクロデータを利

用することが許される宣誓職員制度の間には，

様々な中間形態が存在している。それは，（1）ミ

クロデータが作成される政府統計の情報性格が

きわめて多様であり，（2）再識別の可能性が政府

統計によって異なり，（3）データの過度の匿名化

によって利用者の利用目的が阻害されないよう

な配慮がなされているためである。

データの秘匿性を完全に保障することは， 一‘ナー

タの情報量を確保するために放棄されているか

ら，個部的な契約方式，宜誓職員制度，利用主

体の限定（研究者：ドイツの ScientificUse File) 

ないしは利用主体による価格差づけ（イギリス，

米国）等の措置がとられている。また，同一調

査のミクロデータでも，内部用ファイル，研究

用ファイル，汎用ファイルの三形態（米の CPS,

SIPP)に分けたり，家族・世帯構成にかんする

詳細な情報を提供する基本ファイルと地域区分

を細分する地域ファイルに区分して提供されて

いる。したがって，ミクロデータを秘匿するた

めの一般的な基準を形式的に設定することは難

しく，利用主体と個別の統計，社会的状況と経

験によって提供方法は異なる。匿名化措置は，

ミクロデータの秘匿措置の一つの方法にすぎず，

利用者との契約・同意書や利用者側における

データ保護措置が重要な補完措置といえよう。

そして，提供方法そのものが重要な秘匿措償で

あって，ミクロデータの匿名化措置を軽減する

機能をそなえていることに留意すべきである。

また，匿名化措置の基準を設定するために，

上述の 1)～8) のような社会的技術的な条件

が考慮されていることは繰り返すまでもない。

このように考えてくると，ミクロデータの公

開については，データ保護のための匿名性の技

術的方法的な措置だけでなくて，ミクロデータ

の政府統計における大きな位置（統計目的との

関連性）と公共的な意義，データ保護の組織的

制度的な措置，およびミクロデータの存在と

利用をめぐる社会的環境 (DataCulture-. D. 

Liversly)を考慮することが重要であろう。
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(5) 終わりに

欧米諸国においてミクロデータの公開が進展

してきた背景には，社会研究における広範なミ

クロ分析の存在がある。ミクロ分析の歴史は浅

くなく，遅くとも1940年代に遡ることができる。

1960年代までには，ミクロ分析が社会学や社会

政策論（労働経済学）において定着し，当時は，

社会研究者の要請にたいして，いわゆる統計の

目的外利用によって，簡単な手続きをもって，

比較的に容易に政府統計のミクロデータが提供

されていたといわれている。 1950年代から1960

年代にかけて，ミクロデータを社会的に共有す

るためのデータアーカイブ（コンソーシアム）

がアメリカやイギリスにおいて創設され，第2

次分析が1970年代にまでに急速に普及したこと

が，そのことを物語っている。

他方， 1960年代後半から1970年代には，プラ

イバシー問題が国際的に顕在化し， 1970年代に

は，欧米諸国において，相次いでデータ保護法

が制定され，ミクロ分析とそのためのミクロ

データの公開は，「危機的な局面」を迎える。

しかし，プライバシー保護運動と社会研究者の

相克のなかから，科学研究と統計作成における

個人データの社会的な公共性・重要性とデータ

利用の特殊性が意識化され，それは，事前同意

の原則と匿名性の原則を確立する1983年の欧州

評議会勧告に結実する。勧告が，今日のミクロ

データ公開に基本指針を与えていることは上述

のとおりである。

今日，ミクロ分析はさらに拡大し，一方では，

社会分析の追試可能性が主張され，他方では，

アメリカの所得・社会保障参加プログラム調査

のように最初からパネル分析を予定した統計調

査(SIPP)が開始されたり，人ロセンサスと行

政レジスターを接合する縦断面調査(Longitudi-

nal Study)が北欧諸国からイギリスやフランス

に進展している。このような欧米諸国における

ミクロデータの公開状況とミクロ分析の展開を

みるとき，わが国における後進状況というより

も，国際的な動向からは異質な，あるいは孤立

的な閉塞状況に目を覆うことはできないであろ

う。また，それを招いている社会的要因を政府

の統計事情にだけ求めることはできず，社会研

究の理論的方向性と社会的な公共性にかんする

深刻な問題点が提起されていること，したがっ

てミクロデータの公開問題の重要性が改めて認

識されなければならないであろう。結びに，私

の総括報告にかんするわが国の識者との討論を

掲げておこう。

「O松田芳郎（東京国際大学） それでは，今

の総括的な報告に対してコメントないしは質

問，ございますでしょうか。

〇竹内啓（明治学院大学） 最後のところで，

日本は考え方が違ってしまったんではないかと

いうふうにおっしゃいましたけれども，多分そ

れはそのとおりだと思うんですが，その点をも

うちょっと詳しく，どういうふうに違っちゃっ

たかということを一つをお伺いしたい。特に私

が非常に気にしていることは，統計の方は統計

の方でいいんですが， 日本では統計以外のデー

タを統計のデータと一緒にしで情報を開示する

ということは，何か両方が絶対にしないことの

ようになってますけどね，その点もかなり外国

と違うような気がするんですね。その辺はどう

なんですかね。どこら辺からそういう違いが起

こっちゃったのかなという気がいつもするん

です。

〇濱砂 今，それを言われると困るんですが，
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最後に到達した感想であります。ただ，例えば

僕はイギリスとかドイツが中心で，昨年，アメ

リカも行ったんですが，向こうの大学では，経

済学部と並んで社会学部というのが， どこの大

学に行っても一つの少なくともデイパートメン

ト，大きい場合にはファカルティであるわけで

すね。そこで何をやっているかというと，僕ら

が日本で社会学で習ったようなマックス・

ウェーバーの何とか理論とか，そういうもので

はなくて，非常に実証の分析にどんどん下りて

いっているわけですね。

社会学の場合は，どうしても人とか地域とか家

族とか，そういうものを具体的な研究の場に踏

まえざるを得ませんので，そういうマクロデー

タとか，大くくりにされた同じ世帯関係のあれ

でも，分類されてあったとしても，それではと

にかく必ずしも研究にそぐわないわけですね。

ですから，一つは自分でそういうデータをつく

る。日本では，社会学でも，調査といったら，

典型調査ないしは標本調査ということだったん

ですが，それ以外のいろんな調査形態を考え出

していったわけですね。パネル調査というのも

一つのそうですし，ロンジチュージナル・サー

ベイというのもそうでしょうし，それ以外にも

いろいろあるというんですね。非常に小集団グ

ループについての心理学的な実験的調査とか，

いろんな工夫をやってきたわけですね。そうい

うものが基底にあるのではないか。

日本はどうもそっちの方面というのは，どうい

うわけか，それは私，戦後の生まれですから知

りませんから，竹内先生の方が詳しいでしょう

から，どうしてそういう方向にいかなかったの

かという問題ですよね。そういう研究というの

がそれほど必要だったのかどうか， 日本は高度

成長で幸せにきましたから，そういう細かなこ

第 66巻第3号

とはどうでもいいということであったのかどう

かよくわかりませんけど。その程度です。

〇竹内 それもそうかもしれませんけど，学界

の方もそうですが，やっぱり私は， 日本の官庁

が，それぞれデータは自分のものの財産だとい

う意識が非常に強くて，だから，よそには使わ

せない。要するにほかの役所にも使わせないし，

いわんや一般国民などというものには使わせな

いという発想が随分強くあるような気がするん

ですね。統計の方はむしろかなりその点では，

最近は，最近はと言わなくていいけど，よくなっ

ているかと思うんですが，むしろ統計以外の官

庁部局では，それが非常に，官庁の持っている

情報が国民共有の財産だという意識が，率直に

いえば欠けているという気がするんですが，そ

の点で，せっかく調べておいでになったら，そ

れは大いに欠けていて，今や時代おくれである

ぞということも少し宣伝していただいた方がい

いという気がするんですね。そうでないと，そ

のうち，多分外圧がかかってきて，アメリカあ

たりから，日本の役所の持っている，日本の税

務署の持っている個別データを開示しろなどと

いう外圧がかかってくる可能性があり得ると思

うんですよ。それがかかってきてから，それま

で黙っているんでは，日本の学界もちょっと

みつともないですから，少し事前に発言してお

いた方がいいのではないか，というのが私の

ちょっと余計な意味も含めての感想ですが，い

かがですか。

〇濱砂 一つは，分散型だからというのは理由

にならないと思うんですね。アメリカの場合は

分散型なんで，センサス局以外のところも，労

働統計局だけでなくて，社会保険庁とか，先ほ

ど言いましたように国立健康統計センターと

か，一般の行政官庁も提供しているわけですね，
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どんどん。ですから，それは単に分散型だから

ということではないんではないかと思います。

〇竹内 統計が分散型ではなくて，役所がそれ

ぞれのところをそれぞれにやって，統計官庁は

ちゃんと出しているわけですね。社会保険庁は

統計部局ではない。日本は統計部局でないとこ

ろは出さないわけですよ。というのが非常に特

徴的だと私は思っているんです。

〇濱砂 言っていかなくてはいけないことだと

思いますが，まず竹内先生あたりから，非常に

影響力の大きい先生から，しかも長年統計行政

に携わってきた方がそう言っていただければ非

常にありがたいんじゃないでしょうか。」 (1999

年 5月15日：平成8~10年度文部省科学研究

費：特定領域研究(A) 『統計情報活用のニュー

フロンティアの拡大ーミクロデータによる社会

構造解析ー』（領域代表者 松田芳郎教授（一

橋大学経済研究所・現東京国際大学教授））の

総括集会における研究項目「A02ミクロデー

夕利用の社会制度上の問題」にかんする報告後

の質疑より） （1999年7月5日脱稿）

＊本稿は，上記総括集会および7月 2日の総務庁統計

局における総合報告会のレポートに加筆補正した。

〔九州大学経済学部教授〕
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